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１　保健医療体制等の確保
	保健医療体制については、本府としてもその役割を果たすために積極的に取り組んでいくが、医療制度のあり方は国民生活に大きな影響を及ぼすものであることから、国としても、制度設計者として引き続き積極的な支援を行い、特に以下の項目について、十分な対処を求める。
１．医療提供体制の整備
(1)　医師等の確保
①　医師確保、医師偏在の是正
◇　地域での深刻な医師不足の実態を踏まえ、明確な医師需給見通しに基づく医師確保の基本方針を定め、計画的な医師養成を進めるとともに、効果的な地域別・診療科目別の医師偏在是正策に取り組むこと。
特に、診療科目別の医師偏在を是正するため、専門医の認定制度や研修医の配置等について一定のルールや規制を導入することの是非について検討すること。
◇　今後の医師養成数の増加にあたっては、奨学金等、都道府県に財政負担を義務付ける方法を継続すると国全体として必要な医師養成数を確保できない懸念もあるため、都道府県の財政負担を前提としないスキームの導入を検討すること。
なお、医学部定員増の条件として奨学金の創設が都道府県に義務付けられている現状においては、都道府県の厳しい財政事情を踏まえ、必要な財源措置を講じること。
　　　　　また、医師の養成に重要な役割を担う大学が、質の高い臨床医を養成できるよう必要な財源を措置するなど、関係省庁とともに取り組むこと。
　　　
◇　病院勤務医の確保が困難になっていることから、引き続き医師の業務分担の見直しなど勤務医の負担軽減策について具体化を図ること。
②　医師臨床研修制度の見直し
◇　臨床研修制度の見直しにあたっては、単に医師の地域別・診療科目別の偏在是正を目的とするのではなく、研修内容を充実させ、より良い研修体制を確保するという視点により、検討を行うこと。
◇　都道府県別の募集定員の上限設定に関しては、平成26年度まで激変緩和措置が適用されることとなったが、激変緩和措置廃止にあたっては、都市部のこれまでの研修医養成実績等を適正に評価するとともに、診療科目別の医師偏在等に悪影響を及ぼさないよう十分配慮すること。

◇　各病院の研修体制充実へのインセンティブ確保のため、研修体制の強化を図り応募実績を伸ばした病院に対しては、適切に募集定員の上乗せ措置を行うこと。
③　救急勤務医支援事業の充実
厳しい地方自治体の財政事情や医療機関の経営状況等を踏まえ、国負担率の引き上げや既設手当も対象とするなど、補助要件の緩和・拡大を図ること。
④　女性医師の増加や看護職員の確保
引き続き短時間勤務制度の実施や産休代替職員の確保、院内保育所整備等、女性医師や看護職員のライフステージに合わせた働きやすい環境づくりを行う病院開設者への財政支援の拡大を図ること。






２　母子保健施策の充実
	１．妊婦健康診査について
◇　全国の市町村において統一的な水準で妊婦健診およびその公費負担が実施されるよう、母子保健法を改正し、法律上の位置づけをより明確なものとするとともに、標準的な実施時期、回数、内容等についても、乳幼児健診と同様に同法施行規則において明確に規定すること。
◇　市町村の実施する妊婦健診公費負担に対する財政的支援については、平成23年度末まで延長されたが、平成24年度以降の方針は何ら示されていない。全国の市町村で統一的な公費負担が恒久的に実施されるよう、上記の点も踏まえつつ、市町村に対し、必要な財源を移譲すること。
２．不妊に関する総合的施策の推進
◇　医療保険が適用されず高額の医療費がかかる人工授精や体外受精等の不妊治療について、早期に保険適用を図ること。
　◇　治療を受ける方の負担軽減を図るため、医療保険が適用されるまで、特定不妊治療費助成事業の拡充等、不妊に関する施策を推進すること。
３．乳幼児の不慮の事故防止対策の推進
◇　子どもの死亡原因の上位である「不慮の事故」を減少させるための研究のさらなる推進と、事故の詳細な情報を継続的に収集・分析するサーベイランスシステムの充実等、適切な事故防止体制づくりを国において実施すること。



３　がん対策の推進
	がんは、疾病による死亡の最大の原因となっており、府民はもとより国民の健康・生命に対する大きな課題となっていることから、国・地方自治体が連携して対策に取り組む必要がある。
今後、国・地方自治体を通じてのがん対策の推進にあたっては、以下の点について、必要な措置を講じられたい。
①　がん対策推進基本計画に沿った積極的な事業実施
◇　がん対策推進基本計画に記載された目標の達成に向けた具体的なロードマップを示すなど、積極的な事業展開を図られるとともに、十分な財源措置を講じること。
②　市町村のがん検診への支援の充実
◇　地方交付税積算基礎額の実勢額への引上げなど、検診の実施にあたり十分な財源措置を講じること。
◇　各市町村において、「がん検診実施のための指針」に沿った検診が実施できるよう、マンモグラフィ検診導入促進策を始めとする支援策を、引き続き充実すること。
③　がん検診推進事業の円滑な推進
◇　がん検診指針との整合性や検診実施機関、精密検査機関の不足等、実施にあたっての課題も多いことから、地域の実情に対応した柔軟な制度運用を図るとともに、平成24年度以降も事業を継続されたい。
◇　同事業の円滑な推進を図るため都道府県が行っている事務についても財政措置を併せて行うこと。
④　がん登録の充実
◇　がん登録のさらなる推進及び登録精度の向上などについて早期に検討を行うとともに、法制化を含め必要な措置を講じること。
⑤  がん診療連携拠点病院の整備
◇　都道府県により規模が異なる二次医療圏を単位とした制度を改め、地域の実情を反映しやすい制度に改めること。
◇　がん診療連携拠点病院機能強化事業補助金については、予算枠の一層の拡充を図ること。
⑥  巡回検診車による検診体制の充実
◇　あらかじめ医師（管理者）による具体的な指示を受けるとともに、緊急の場合に備えた当該医師への連絡・指示体制が確立されるなど、一定基準以上の体制を備えた検診機関に対しては「医師の立会い」などを免除するなど、検診現場の実態に即した柔軟な運用を検討すること。
⑦　子宮頸がん対策の充実
◇　予防に有効とされるＨＰＶワクチン接種について、公費助成を継続するとともに、定期接種に位置づけ、予防接種実施市町村に対する財源措置を講じること。
⑧　たばこ対策の充実
◇　健康増進法において、罰則を伴う受動喫煙防止措置を施設管理者に義務付けるなど、国民の受動喫煙による健康被害を防ぐための特段の措置を講じること。


４　難病対策等、その他の健康づくり施策の推進
	治療方法が確立されていないいわゆる難病について、治療方法の確立及びそれまでの間の患者の経済的・精神的負担の軽減は、本来国の責任において、全国的な制度として実施されるべきものであり、以下の点について、必要な措置を講じられたい。
①　特定疾患治療研究事業の充実
◇　地方公共団体の超過負担が早期に解消されるよう、法制化も含め、十分な財源措置を講じること。
◇　個々の疾患に応じた認定基準の改正や明確化を図ること。
◇　平成22年度の税制改正（特定扶養控除の廃止）による所得変更の有無に関わらず、公平かつ適切な負担となるよう制度のあり方を検討するとともに、所得階層区分の基準額対象を所得税から市町村民税へ変更すること。
また、医療費援助の申請時に必要となる医療機関の証明書類（臨床調査個人票）を無償交付とする等、患者負担の軽減策を検討すること。
◇　対象疾患の拡大や難病患者を支援する活動拠点の整備や運営体制の充実等を図るとともに、保健所において難病患者に対する保健指導の充実が図られるよう保健所事業に対する国庫補助基準の見直しを行うこと。
②　小児慢性特定疾患治療研究事業の充実
◇　対象疾患や対象者等の拡大を図るとともに、患者負担の軽減策を講じるほか、以下の点について、必要な措置を講じること。
・　地方公共団体の超過負担が解消されるよう、十分な財源措置を講じること。
・　疾患の状態と程度について、患児の治療の状態を踏まえた基準に変更すること。
・　重症認定基準について、疾患群ごとの治療実態を踏まえ変更すること。
　
③  診断・治療方法が確立していない脳脊髄液減少症等の疾患に係る対策の充実
　 ◇　診断と治療のためのガイドラインを早急に示し、有効な治療方法については保険適用とすること。
④  特定健康診査・特定保健指導の充実
　 ◇　平成20年度から、生活習慣病予防を目的とし、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）に着目した特定健診・特定保健指導が、市町村国保等医療保険者に義務付けられた。
　　　 しかし、特定保健指導は、いわゆる肥満の人のみを対象とするところ、肥満でなくても血圧や血糖値が高い人などは将来の生活習慣病発症のリスクが高いことが様々な研究により明らかとなっている。
このため、こうしたハイリスク者に対しても、特定保健指導もしくはこれに相当する保健指導が行われるよう、制度の拡充を図ること。



５　新型インフルエンザ対策の充実・強化
	　　平成21年５月に発生した新型インフルエンザについては、本年３月、通常の季節性インフルエンザ対策に移行したが、今後の新たな新型インフルエンザの発生に備え、国においては、以下の項目について早急に対応されるよう強く求める。
①　法整備及び財源措置の実施
強毒性の新型インフルエンザ対策については、国家的危機管理の問題として国のリーダーシップのもと地方自治体が実効ある対策を推進できるよう、国、都道府県、市町村の役割分担、地方自治体首長の権限等について、必要な法整備を行うとともに、必要な財源措置を講ずること。
②　行動計画等の見直し
病原性や感染の状況等に応じて柔軟な対応ができるよう行動計画やガイドラインについて地方自治体の意見も聴きながら、見直しを行うこと。見直しにあたっては、地域の感染状況やウイルスの毒性に応じて、各自治体の判断による柔軟な対応を可能とすること。 
③　協力医療機関の体制整備
新型インフルエンザ患者を受け入れる協力医療機関の設備や体制の充実が図れるよう国庫補助制度を拡充すること。
④　医療従事者の補償制度の創設
協力医療機関の医療従事者が感染した場合の補償制度等について早急に制度を創設すること。
⑤　国の責任におけるワクチン接種事業の実施
新型インフルエンザワクチンの開発、必要量の確保及び同ワクチン接種事業について、国の責任で行うこと。
⑥　抗インフルエンザウイルス薬の備蓄の見直し
国の備蓄計画に基づき備蓄している抗インフルエンザウイルス薬について、一括購入による備蓄方法及びタミフルに偏重した備蓄の見直しを行うこと。
⑦　情報発信のあり方の見直し
新型インフルエンザに関する国から発信される情報は、一元的かつポイントを整理し、提供すること。また診療・治療等に資する情報を全ての医療機関に速やかに伝達できるシステムを構築すること。
⑧　地方衛生研究所の機能強化
新型インフルエンザ等の危機管理や結核感染症対策に、適切かつ迅速に対応するため、病原体検査などで重要な役割を果たす地方衛生研究所の機能強化を図ること。


６　予防接種法に基づく定期予防接種の充実
	予防接種については、国民の健康保持に非常に重要である。現在、国においては、予防接種法の対象となる疾病・ワクチンのあり方や接種費用の負担のあり方等を検討されているが、国民全員が等しく接種できるよう、国として、特に以下の項目について十分な対処を求める。
① 予防接種の費用負担のあり方の見直し
◇　市町村の財政力の差や個人の所得格差によって接種できないケースが生じさせず、接種機会を等しく保障するため、原則全額公費負担とすべきであり、公費負担に必要な財源は、現行の地方交付税措置ではなく、全額国庫負担、或いは重症化防止によって医療費の軽減が見込まれることから、健康保険等社会保障費の活用も含めて検討すること。
②　ヒブワクチン・小児用肺炎球菌ワクチン接種等の定期接種化等
◇　今回の国の緊急促進事業は暫定的な措置であり、早急に予防接種法に基づく定期予防接種に位置付けること。併せて、市町村の負担額について必要な財源措置すること。
◇　なお、定期予防接種に位置づけられるまでの間は、現在の緊急促進事業を継続すること。
③　ポリオワクチン予防接種の定期接種化
◇　ポリオ抗体保有率が低い年齢層（昭和50～52年生まれ）に対する追加接種については、早急に予防接種法に基づく定期予防接種に位置づけること。
④　麻しん（はしか）対策の充実・強化
◇　麻しんに関する特定感染症予防指針に基づき、予防接種を円滑に実施するため、各市町村がその周知・広報等に必要な費用について財源措置を講じること。
◇　ワクチンの接種率向上に向けて、国民に対する広報を積極的に行うこと。
◇　麻しん風しん混合ワクチン、麻しん及び風しん単抗原ワクチン、単体検査薬の十分な供給及び流通の確保を図ること。
⑤　予防接種におけるワクチンの安定供給
◇　日本脳炎予防接種の平成17年以降の積極的勧奨の差し控えにより、接種時期を逸した人を救済するための経過措置が講じられたことから、接種希望者の急増によりワクチンが不足することがないよう、ワクチンの安定的な供給体制を確保すること。
◇　その他の予防接種ワクチンについても、安定的な供給体制を確保すること。



７　「彩都」を拠点とした大阪の創薬研究機能の強化
	　
本府には、「彩都ライフサイエンスパーク」を中心に、製薬企業・バイオベンチャーや医薬基盤研究所、彩都バイオインキュベーター、大阪大学、国立循環器病研究センターなどの機関が立地している。
今後、大阪・関西が我が国の成長と産業構造の高度化を牽引していくためには、「彩都」におけるバイオクラスターの形成と、製薬企業やバイオベンチャーによる医薬品等の研究開発を促進するための支援機能の強化が不可欠である。
大阪の創薬研究機能の一層の強化を図るため、次の点について、十分な対処を求める。
◇　医薬基盤研究所は、日本で唯一、いわゆる橋渡し研究を主たる事業とした研究機関であり、大阪のみならず、日本の創薬のスピード化には必要不可欠な事業を実施している。
そのため、「医療イノベーション推進の基本的方針」に沿った、同研究所における橋渡し研究事業への財政支援の強化を図られるとともに、今後、「創薬支援機構」の創設における類似機関の見直しにおいては、同研究所が果たす役割を十分に踏まえ、検討を行うこと。
◇　早期・探索的臨床試験拠点、グローバル臨床試験拠点・ネットワーク（ＡＣＲＯ）の指定においては、府内にも高度臨床研究機関が複数存在している現状をご理解いただき、十分な検討を行うこと。





８　食の安全安心の推進
	１．放射性物質汚染に対する食品の安全性確保
①　基準値の明確化と計画的な検査の実施
◇　現在の暫定規制値ではなく、食品安全委員会の意見を十分踏まえ、確定した基準値を速やかに定めること。
◇　食品や農畜水産物について、優先的に検査を行うべき地域や品目を定め、計画的に検査が行われるように努めるとともに、その結果を公表すること。
◇　放射性物質の汚染状況を速やかに把握できるよう、国において、福島第一原子力発電所からの距離に応じた定点観測を行い、その結果を公表すること。
②　出荷制限措置の徹底と迅速な情報提供の実施
◇　出荷制限の対象となった食品が、市場に流通することがないよう、指導の徹底を図るとともに、出荷制限に関する情報等、食品等の安全性に関する迅速な情報提供に努めること。
２．生食用食肉の規格基準の制定
◇　牛肉及び馬肉の生食用食肉の衛生基準について、法的強制力のある「規格基準」を早急に制定し、施行するとともに、食鳥肉等の生食用食肉についても早急に検討を行い、「規格基準」を制定すること。糞便系大腸菌、サルモネラ属菌に加え、カンピロバクター菌についても設定すること。


９　大阪府立病院機構の運営体制の充実
	　
平成18年度に本府が設立した「地方独立行政法人大阪府立病院機構」(公務員型独法)が、解散・再設立の手続きを経ることなく、「非公務員型」独法に円滑に移行するため、地方独立行政法人法の改正が必要となる。
ついては、関係法令の所要の改正又は、構造改革特別区域法における関係法令の特例措置を早急に講じること。
　


	１．肝炎総合対策の推進
　◇　肝炎総合対策は、本来、国において対処すべきフィブリノゲン製剤問題を契機として開始された事業であり、また、緊急対策事業であったことから、今後も本事業が継続実施されるのであれば、全額国庫負担とすること。
２．アスベストによる健康被害の救済
◇　国の責任において、石綿工場と近隣地域住民の因果関係を早急に解明し、直接ばく露者だけではなく、間接ばく露者についても石綿健康被害救済法の趣旨により適切な救済措置を講じ、早期にアスベスト被害の抜本的な解決を行うこと。

３．ハンセン病回復者等への支援
◇　ハンセン病に対するいわれのない差別や偏見を解消するとともに、病気に対する正しい理解を進めるため、ハンセン病に関する啓発に積極的に取り組むこと。
◇　ハンセン病療養所入所者の社会復帰促進と療養所退所者等の社会生活支援のため、社会復帰のきっかけづくりの事業や社会復帰後の住宅や医療、介護保険制度に関する福祉施策について、速やかに実施すること。
また、各種保健福祉施策を都道府県が実施する場合は、十分な財源措置を講じること。


10　その他

１　医療監視制度の充実
医療法第25条第１項による立入検査（医療監視）において、医師の名義貸しや医療従事者免許証の偽造、医療従事者の員数にかかる虚偽報告などの不正行為の発生を未然に防止し、国民の医療に対する信頼を確保するため、全国規模の医療従事者の重複をチェックするシステムを構築するとともに、医療従事者に対する報告の徴収権限や立入検査に必要な書類の保存・常備等について、法令等に規定されたい。
２　医療安全管理のための体制確保
現在、医療事故や院内感染が発生した際に行政機関等に報告するか否かは、医療機関の自主的な判断によらざるを得ない状況にある。
依然として医療事故等が後を絶たない中、医療事故等の予防及び再発防止のためには所管の保健所等に対する速やかな報告は不可欠であるため、医療事故や院内感染に関する都道府県等への報告の徴収権限について法令等に規定されたい。
３　厚生年金病院の機能維持
厚生年金病院については、今般、成立した「独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法の一部を改正する法律」の趣旨を踏まえ、今後とも国において責任を持った病院運営を行われたい。その際には、救急医療等の医療法上の５事業、リハビリテーションその他地域において必要とされる医療を提供する機能が図れるよう留意願いたい。
なお、今後、やむを得ず譲渡されるとしても、これまでの経緯を踏まえ、国の責任において、地域において担う医療機能が損なわれることのないように十分に配慮するとともに、譲渡先は医療法で規定されている公的な医療機関や、救急医療等で地域医療に貢献しており、高い公益性を持つ社会医療法人に限定されたい。

４　療養病床の再編成
療養病床の再編成については、個々の患者の状態に応じた必要な医療や介護サービス等を提供する療養基盤を確保する観点から、地方公共団体・現場の意見を十分踏まえて検討し、療養病床の在り方も含め、早急に方針を示されたい。
また、介護療養病床については、廃止期限が平成29年度末に延長されたことから、病床転換にかかる支援措置については、平成24年度以降も継続されたい。

５　一般社団法人等の医療機関開設における法整備の充実
一般社団法人等からの医療機関の開設許可申請にあたり、許可基準の一つである営利性の有無を的確に判断できるよう、医療法第７条第５項「営利を目的として」の判断基準を明示されたい。
また、医療機関を開設する一般社団法人等について、医学的知識のない者が医療機関を経営することによる諸問題が生じないよう、組織運営等に係る法整備等を図られたい。

６　外国人の医療対策の充実
外国人の医療対策として、医療保障制度が適用されない滞在外国人が治療を受けた際に未収医療費が生じた場合、救命救急センターについては未収医療費の一部が助成されている。しかし、それ以外の病院に対しては、助成制度もなく、多くの未収医療費が病院の経営を圧迫している現状を踏まえ、これらの病院に対し、必要な財源措置を講じられたい。
また、医療現場における言葉の壁による制約等を解消するため、通訳者によるサポートが受けられるよう必要な措置を講じられたい。
７　あはき業の広告制限の緩和
あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の施術業については、法の規定により、広告できる範囲が施術所の名称、所在地、施術日などに限られ、料金体系すら表示できない状況にあり、施術所の運営において、無資格者が開業するマッサージ類似店舗に比べ、厳しい環境に置かれている。
一方、第５次医療法の改正により、患者等に正確な情報を提供し、その選択を支援する観点から、医療機関の広告規制が大幅に緩和され、あはき業に関して厳しい広告規制を維持する必要性は希薄になっていることから、法における広告制限について緩和されたい。
８　原爆被爆者に対する福祉事業の充実
原爆被爆者の高齢化が進んでいる現状において、今後とも安心して介護サービス等を受けられよう、介護手当金支給事業及び介護保険等利用被爆者助成事業実施に伴う必要な財源を全額国において措置されたい。
また、訪問介護利用被爆者助成事業における所得制限をなくされたい。
９　健康増進事業の充実
健康増進法第17条第１項及び第19条の２に基づく市町村における健康増進事業について、円滑な事業実施を図るため、市町村に過度な負担が生じないよう、十分な財源措置を講じられたい。
また、市町村が独自で実施している40歳未満の住民への健康診査等の事業についても、健康増進事業に位置付け、補助対象となるよう検討されたい。
10　地域保健対策の充実
① 市町村の母子保健事業、精神保健福祉事業の充実
◇ １歳６か月児健康診査及び３歳児健康診査をはじめとする市町村母子保健事業については、税源移譲及び交付金化されているところであるが、事業の実施にあたり、実情に応じた適切な財源確保が図られるよう、交付税算定基礎額を引き上げるなど、十分な財源措置を講じられたい。
◇ 介護予防、生活習慣病予防、児童虐待予防や精神保健福祉事業など新たな健康課題について対応していくため、保健師等の増員措置や地方交付税算定基礎額の引き上げなど、市町村保健事業推進に係るマンパワー確保策を講じられたい。
② 保健所、市町村保健センターの整備
◇　近年新型インフルエンザや結核等の感染症や食中毒等、健康危機への対応をはじめ、地域保健事業の必要性が高まっており、保健所及び市町村保健センターにおける事業推進に必要な施設・設備の充実について、十分な財源措置を講じられたい。
11  感染症対策の強化
①　感染症指定医療機関の運営に対する支援の充実
◇　感染症指定医療機関運営事業費補助金について、医師等の人件費を算定に加えるなど、感染症指定医療機関に超過負担を強いることのないよう、十分な財源措置を講じられたい。
②　結核対策の推進
◇　不採算を理由に結核病床を休床、廃床する病院が増加している。病院運営の改善を図り、安定的に結核医療を提供するために、診療報酬の見直しや運営費補助を行うなど適切な措置を講じられたい。
◇　結核患者に対する適正な医療の提供を図るため、感染症病床が未使用の場合は、一般病床としての使用が可能である感染症病床と同様に、院内感染に十分留意した上で結核病床を一般病床としても使用することができるよう、感染症法等を改正されたい。また、そのために必要な施設改修費用は、国が負担されたい。
　　　
12　精神科救急システムの充実
①　精神科救急医療システム整備事業の充実
精神科救急医療体制整備事業においては、休日及び夜間の補助制度が設けられているが、深夜帯を追加設定するとともに、精神科救急医療体制整備実施要綱で示されている、「支援病院」の確保についても、補助制度の対象となるよう、十分な財源措置を講じられたい。
②　精神科救急入院料に関する施設基準の緩和
「１精神科救急医療圏域と１基幹病院が対となって明確に区分された圏域がある場合は、当該圏域」について、精神科救急病院の確保を図るため､大都市圏に応じた基準の緩和を図られたい。
13　精神障がい者に対する合併症治療の支援
「身体合併症救急対応事業」については、適用範囲を平日まで拡大するなど、実態に即した制度となるよう、必要な措置を講じられたい。
14　自殺対策の充実
国として自殺の実態解明のための調査研究を進め、その成果に基づいた具体的な自殺対策を示すとともに、総合的な自殺対策を推進することと併せて、都道府県や市町村において地域の実情にあった自殺対策を推進できるよう、継続的な財源措置を講じられたい。
15　心神喪失者等医療観察法の円滑な運用
　  民間病院等の指定通院医療機関への参画については、対象者の病状が悪化した場合に当該医療機関において入院の受け入れをすることが条件となっていることや、「通院処遇ガイドライン」や「鑑定ガイドライン」に則った処遇・治療等が求められることが過大な負担となっていることから、運営費等について、必要な措置を講じられたい。
16　火葬場更新に係る補助制度の創設等　
府内の火葬場は、施設の更新が喫緊の課題となっているが、設置者である市町村の財政規模に対してその費用は極めて大きな負担となっていることから、今後も適切な火葬業務を継続していくために、国において補助制度の創設等必要な財源措置を講じられたい。
17　水道事務にかかる権限の移譲
危機管理事象の発生時において、府民への健康被害等を未然に防止する迅速な対応が可能とするとともに、地域水道ビジョンの策定及びその先にある水道事業の広域化を推進するため、市の水道事業の認可権限等、現在、国が有している水道事業に係る水道法上の権限（政令指定都市及び中核市を除く。）を知事に移譲されたい。
18　水道施設の更新等のための地方財源の充実
水道事業者においては、水道施設の耐震化や老朽施設の更新等が喫緊の課題となっており、今後、水道事業者が安全で良質な飲料水を安定して供給していくため、以下の事業について、補助制度の一層の拡充、採択要件の緩和を図るとともに、税源移譲等、地方税財源の充実を図られたい。
　・ 老朽水道施設の更新・改良
　・ 水道施設の耐震化
　・ 鉛給水管の更新
　・ 水質検査施設の整備
　・ 水道の広域化に伴う施設整備
19　浄化槽市町村整備推進事業（市町村設置型合併処理浄化槽）の導入促進
浄化槽市町村整備推進事業については、浄化槽整備区域促進特別モデル事業に限定せず、設置費用に対する国庫負担率を２分の１に引き上げるとともに、当該事業で設置された浄化槽の維持管理費用が下水道維持管理費と同様になるよう財源措置を講じられたい。
20　薬物乱用防止対策の充実
全国でも有数の薬物事犯が発生している本府の状況を改善するには、警察等による取締の強化をはじめ、若い世代からの薬物乱用防止啓発や府民運動を促進することが重要であるため、薬物事犯が多く発生している地域に重点的な薬物乱用防止対策を講じられたい。
21　若年層への献血推進策の充実
高校生を始めとする若年層が、献血可能年齢に達したときに、献血に積極的に協力いただけるよう、啓発方法の構築及び必要な財源措置を講じられたい。
22　食品の安全性確保策の充実
①　食品衛生監視体制の強化
◇　食品衛生監視員の確保、監視指導体制や検査体制の拡充・整備のための法的、財源措置を講じられたい。
◇　生産から消費に至るまでそれぞれの段階で、ＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点方式）による衛生管理がなされるよう、必要なシステムづくりを行われたい。
◇　輸入加工食品における残留農薬の検査方法について、研究・開発をさらに進めるとともに、残留農薬の違反判定基準の策定や違反判定までに時間を要する場合の具体的対応策を制度上明確にされたい。
　
②　BSE対策の推進
◇　特定部位の処理や検査等、ＢＳＥ対策については、国において全額費用負担されたい。
◇　ＢＳＥ検査については、月齢別で各自治体の対応が異なることがないよう、国の責務において、科学的根拠に基づき、国民に対し十分に説明し理解を得た上で全国統一的に実施されたい。
一般要望








⑤　感染症対策など都道府県における公衆衛生医師の充実


国立感染症研究所等での研修の充実など、公衆衛生医師のキャリアパスにつながる施策を講じること。





⑥　重度障がい児等の在宅医療分野における訪問看護ステーションの参入促進


訪問看護ステーションが重度障がい児等の在宅医療分野に積極的に参入していけるよう、当該分野における訪問看護師への研修など、支援体制の整備などの施策を講じること。





(2)　診療報酬制度の改善


平成22年4月の診療報酬増額改定の効果について、以下の点にも配慮して十分な検証を行い、府民にとって安全・安心で質の高い医療が受けられる体制を構築できるよう、更なる見直しを行うこと。


◇　依然として地域に必要な小児救急を含む救急医療や周産期医療などの維持・充実は厳しい状況であることから、これらを担う医療機関の経営実態を踏まえること。





  ◇　障がいをもった患者等のニーズに応じたきめ細やかな看護サービスを提供できるよう、看護師の需給状況や医療機関の経営実態を踏まえた診療報酬制度となるよう早急に改善を図ること。








2．救急医療体制等の充実・強化


(1)　救急医療体制の確保


◇　近年の医師不足問題等を背景として、崩壊のおそれがある地域の救急医療体制について、新たな財源措置を含め国の責任において確保に向けた支援を行うこと。





◇　診療報酬制度が抜本的に見直されるまでの間は、労働基準法等に係る監督指導等を行うにあたり、医療体制の持続的な確保を図る観点から、救急医療等の現場の実態を十分に考慮したうえで、弾力的な相談・対応を行うこと。





◇　眼科・耳鼻咽喉科等の特定科目にかかる救急医療体制についても、体制確保に必要な財源措置を講ずること。





(2)　周産期医療の充実


①　産婦人科救急搬送体制の確保


◇　産婦人科に係る救急搬送に一時的に対応できる体制の整備や周産期医療と救急医療の確保と連携について、地域の実態を踏まえた施策を構築し、具体的な方策に対する財源措置を講ずること。





②　周産期医療機関によるネットワークの維持・整備


◇　周産期医療対策事業にかかる国庫補助金制度については、都道府県や医療機関の実態を踏まえたものとなるよう、補助基準額及び補助率の引き上げを行うこと。





◇　ハイリスク分娩等の高度専門的な医療を提供する医療機関の経営が圧迫されないよう、MFICU等の周産期専用病床の算定日数制限の撤廃など、診療実態に見合った診療報酬制度の充実を図ること。














③　産科医療補償制度の周知


◇　運用状況等を踏まえ、補償対象や補償金額などの見直しを行うとともに、制度の周知徹底を促進すること。





(3)　小児救急医療の充実


◇　小児救急医療については、小児科医の不足等により、夜間帯の初期救急医療体制が十分でないことから、軽症の急病患者が二次救急医療機関に多数集中するなど深刻な状況に直面しており、小児救急に携わる医師の確保・養成方策や診療報酬の改善など、より一層の充実を図るための必要な措置を講じること。





◇　小児救急医療支援事業について、税源移譲が実現するまでは、補助基準を改善し補助単価の大幅な引き上げを行うとともに、病院の機能に応じた支援を行えるよう、要件の見直しを行うこと。





(4)　ドクターヘリ運営事業の推進


◇　「救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法」に基づき、自治体におけるドクターヘリの導入・運航が実質的に後押しされるよう国の責務として一層の財源措置を講じること。





(5) 救急医療及び救急車の適切な利用


◇　住民の適切な理解が促進されるような啓発事業の全国的な展開を行うとともに、地方自治体における同様の取組みに対する財源措置を講じること。





(6)　ＡＥＤの普及促進等


◇　本府では、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の効果的な活用方策・普及方策について、検討を行っているところであるが、国においてもＡＥＤの普及に向け、特に、非医療従事者に対する啓発方策等に対し十分な財源措置を講じること。





◇　救命処置の普及に向け、国民が躊躇せずに救命処置を行えるよう、善意で救命処置を実施した際、民法の緊急事務管理を適用し、その結果に関わらず民事上の責任を問われない具体的な事例等を示すなど、分かりやすいガイドライン等の策定を進めること。








国では、医療分野における新成長戦略の実現に向け官民挙げて強力に取り組むための組織である「医療イノベーション会議」を平成22年11月に設置するとともに、同会議の下に「医療イノベーション推進室」を23年１月に設置し、本年6月には「医療イノベーション推進の基本的方針」が同会議で了承された。


この基本方針では、各省の縦割りを排除し、既存の枠を超えた大胆な予算投入と規制改革が掲げられ、医薬品分野においては、「基礎研究から実用化の間の橋渡し（死の谷の克服）支援の重点化」と、「臨床試験を推進するための体制強化」が位置付けられた。


特に、財政支援等の強化策として、大学・研究機関の創薬シーズをスクリーニングし、化学合成を行い、製薬会社による薬剤開発につなげる、類似機関を見直した「創薬支援機構」の創設が承認された。


また、本年7月末には国内で、大学等を対象として、グローバルに通用する臨床試験拠点（早期・探索的臨床試験拠点、グローバル臨床試験拠点・ネットワーク）ＡＣＲＯが指定される。これにより、本来多額の経費がかかるファーストインヒューマン試験（初めてヒト生体に物質を投与あるいは危機を適用する試験）について、財政的支援を受けることが可能となる。





・　大阪地方裁判所「大阪泉南アスベスト国家賠償訴訟」（平成22年5月19日判決）において、国は石綿の直接ばく露を受け石綿肺を発病したとされる労働者については、原告側の訴えを認めたものの、間接ばく露を受け発病したとされる石綿工場近隣住民については、因果関係を認めず請求を棄却した。


・　一方、平成23年3月2日、尼崎市のクボタ旧神崎工場近隣住民の石綿肺患者が、石綿健康被害救済法の救済対象として認定された。


・　アスベストを原因とする疾病については、発症までの期間が数十年と長く、将来にわたって、石綿の直接ばく露を起因とする石綿疾患発病者と同様に、間接ばく露による発病者が増加することが予想される。





本府には、大阪厚生年金病院及び星ヶ丘厚生年金病院があり、両病院は、地域医療において極めて重要な役割を果たしている。とりわけ、周産期医療や救急医療、脊髄損傷等のリハビリテーション医療など不採算な医療を担っており、両病院の持つ機能は、将来にわたり維持されることが必要である。





　全国医療費適正化計画中間評価においては、「療養病床に係る目標は凍結し、目標数へ向けた機械的削減は行わない」とし、「患者の状態像等に応じて医療機関が自主的に行う病床転換を円滑に進めるための支援策は必要」としており、療養病床の在り方について検討を求めるとともに、病床転換にかかる支援の継続を求める。





　平成20年12月に「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」が施行されたことに伴い、今後、医療法人よりも簡易に設立できる一般社団法人等による医療機関の開設許可申請が増加すると思われる。　


医療法では、「営利を目的として」診療所を開設しようとする者に対しては、許可を与えないことができるとされている。この「営利性」について、医療法人の場合は、所管庁が決算報告等によって運営状況を確認しているが、一般社団法人等については同様の具体的な指導監督規定がなく、組織運営に係る規制もないことから、早急な法整備が必要である。
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